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本研究では，道路の劣化要因が自然劣化と車両による劣化に大別されることに着目し，劣化過程を考慮した
道路舗装の限界維持管理費用を試算する．舗装健全度及び路面耐荷力の影響を考慮した高速道路の劣化予測モ
デルに関する既存研究の推定結果を活用し，車両 1台当たりの限界維持管理費用および自然劣化に起因する維
持管理固定費用を計算する維持管理費用推計モデルを提案する．さらに，道路舗装のオーバーレイおよび打換
えを対象とした適用事例を通じて，維持管理費用推計モデルの有効性について考察する．
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1. はじめに

道路の劣化要因は自然劣化と車両による劣化に大別

されるが，特に大型車による劣化が主たる要因と考え

られており，高速道路料金が無料であったドイツでは

1995年 1月より大型車のみ高速道路を有料とした経緯

がある1)．しかしながら，近年は地球環境問題の表出と

ともに自然劣化の影響の大きさについてクローズアッ

プされてきている．例えば青木他（2010）2)は，大型車

の交通量が多いほど，また道路建設後の経過年が長い

ほど，わだち掘れ量が大きくなる傾向にあることを理

論的に示した．

現在の我が国においては，一般道路は基本的に税金

により維持管理が行われ，高速道路を含む有料道路は

基本的には利用者から徴収した料金を用いて維持管理

が行われている．しかしながら，料金を徴収する有料道

路の料金体系は主として有料道路の建設債務償還を目

的として設定されており，維持管理費用を積極的に考

慮したものとはなっていない．昨今の有料道路の無料

開放に見られる通り，有料道路は債務償還後に無料開

放され，維持管理は税金を用いて行われるようになる．

また，高速道路と一般道路では道路施設の頑丈さが異

なり，大型車は一般的には高速道路よりも一般道路に

対してより大きなダメージを与える傾向にある．高速

道路の大規模更新等に象徴されるように，道路は新設

から維持管理の時代に移行しつつあり，道路の劣化要

因に着目した維持管理は避けられない．

さらに，道路の劣化過程は時間軸に関して確定的で

はなく確率的に推移することが知られているが，オー

バーレイ等の維持修繕工事は十数年以上で１回行われ

る等，頻度が少ないため，道路の維持管理費用を正確に

求めるためには，実際の維持管理費用の支出だけでは

なく，道路の劣化過程を考慮した上で将来の維持管理も

見据えたトータルな維持管理費用を算出する必要があ

る．特に社会的に効率的な料金設定問題を分析するに

当たっては，車両 1台当たりの道路の限界維持管理費用

が必要となる．欧米諸国ではCost Allocation Studyと

呼ばれる道路費用の負担配分に関する一連の研究によ

り道路の限界維持管理費用を計算しているものの，日

本においては道路の限界維持管理費用の公表値は筆者

等の知る限り存在しない．維持管理費用を考慮した日

本の高速道路の料金設定問題を分析するにあたっては，

日本における車両 1台当たりの道路の限界維持管理費

用の値が必須である．

本論文では，道路舗装の劣化過程を表現した劣化モ

デルの既存研究における推定結果およびオーバーレイ

費用，打換え費用を用いて，高速道路における限界維

持管理費用および維持管理固定費用を試算する方法を

提案する．以下，2.では既存研究および本研究の基本

的な考え方を整理した．3.では維持管理費用推計モデ

ルの理論的構築を行い，4.では適用事例を通じて限界

維持管理費用および維持管理固定費用を試算し，その
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妥当性について考察した．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 維持管理費用の定義

「道路の維持管理は，すなわち舗装の維持管理」と言

われるほど，道路の維持管理に占める舗装の割合は大

きいという3)．その理由として，他の土木構造物が半永

久的な施設として設計されているのに対して，舗装の

場合は一般的な設計期間が 10年（アスファルト舗装）

あるいは 20年（コンクリート舗装）と比較的短く，「損

傷が進めば，繰り返し修繕を行う」ことを前提とした，

ある意味で消耗品的な性格を持っていることが挙げら

れる．

道路の構造（土工部）は，大きくは表層，基層，路盤

（上層，下層），構築路床，路床（原地盤），路体に分類

できるが，このうち表層，基層，路盤部分は舗装と呼ば

れる．舗装の維持管理には維持工法と修繕工法の 2種

類があり，維持工法はパッチングや表面処理，切削等の

簡易な工法，修繕工法はオーバーレイや切削オーバー

レイ，打換え等の維持工法よりも高価な工法である．

オーバーレイは窪み等を修正するために，そのまま

アスファルト等を被せるが，切削オーバーレイは表層・

基層の一部を軽く削り取り施工し直す．打換えは表層

や基層をはがし，路盤を整えてから施工するため，新

規舗装と同様である．

米国全州道路交通運輸行政官協会（AASHTO）の道

路試験（1962）は，個々の車両が道路舗装へ与えるダ

メージは等価単軸荷重（ESAL:Equivalent Single Axle

Load）の約 4乗に比例している（4乗ルール）ことを

導き出した4)．そのため，日本および世界の多くの国々

でこの 4乗ルールが用いられることとなった．この 4乗

ルールは Peng 他（2004）5)においても採用されている

が，Peng 他は道路の維持管理費用の定義を Tellis and

Khistyに倣い，以下の４項目で構成されるとした．

• Capital Outlays（資本的支出）：機器等固定資産の

補修　等

• Maintenance：補修，修繕　等

• Highway Service：清掃，光熱水費　等

• Administration：料金収受，交通管理　等

日本においては建設コストの一部と管理コストが維持

管理費用に該当する6)．具体的には以下の４項目から構

成される．

• 修繕工事：道路の修繕に必要な工事で，新たに資
産形成をする工事（機構の債務引受，建設コスト

の一部であり資本的支出に相当）

• 維持修繕費：高速道路の保守に係る費用で，主に
清掃作業，点検，雪氷作業等の維持作業と舗装補

修，橋梁補修などの修繕作業に係る費用（修繕作

業は，新たな資産形成に係らない部分）

• 管理業務費：高速道路の管理に係る費用で，主に
料金収受業務，交通管理業務等に係る費用

• 一般管理費等：高速道路の運営全般に関する費用
で，人件費や経費等に係る費用（ＥＴＣマイレー

ジ割引費用を含む）

管理コストである維持修繕費，管理業務費，一般管理

費等は毎年比較的一定額が計上されているが，修繕工

事については実施された年と実施されていない年によっ

て金額に大きな変動が生じる．そのため，維持管理費

用の設定にあたっては，ある一定期間の平均値を用い

ることが望ましいと考えられる．なお，修繕工事の内

容は幅広く，橋梁修繕から機械施設修繕，渋滞対策ま

で及んでいる．具体的には，橋梁修繕，トンネル修繕，

のり面修繕，土工修繕，舗装修繕，交通安全施設修繕，

交通管理施設修繕，渋滞対策，休憩施設修繕，雪氷対

策施設修繕，震災対策，環境対策，トンネル防災，のり

面防災，雪害対策，のり面付属物設置，橋梁付属物設

置，トンネル施設修繕，電気施設修繕，通信施設修繕，

建築施設修繕，機械施設修繕の 22項目である．

(2) 限界維持管理費用の定義

限界費用は経済学的に重要な概念であり，社会的に

効率的な最適解を導く際のファクターである．Mohring

and Harwitz（1962）7)は，ある条件下（道路の容量最適，

メンテナンスコストの固定部分が道路のその他の固定

コストに含まれる等）では，混雑料金収入が長期的に道

路コストをカバーすることを示したが（Self-Financing

の定理），この混雑料金は社会的限界費用と私的限界費

用の差分として表現され，交通量に関する限界費用を

用いている．

高速道路の持続可能な運営を可能とする料金設定問

題を分析する際には，高速道路事業者に生じる全費用

を考慮することが必要である．高速道路事業者に生じ

る費用としては，債務償還費用，日常的維持管理費用

（施設の清掃・点検・補修など），施設の修繕・更新費

用，事務的な費用等が挙げられる．高速道路事業者に

生じない費用（混雑費用，環境費用，施設の修繕・更

新時の交通規制がもたらす費用，一般道路の維持管理

費用など）は，効率的な料金設定を議論する際に必要

となる．料金設定の効率性が問題とならない場合には，

必ずしもこれらの費用を考慮する必要はないが，効率

的な料金設定を議論する際には，各費用について車種

別の限界費用を求めることが必要となる．

完全に効率的な料金設定を議論する場合には，全て

の限界費用を考慮する必要があるものの，ある種の限

界費用の大きさが無視できるほど小さい場合は必ずし
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も考慮する必要はない．本研究は環境問題をテーマと

していないため，環境費用は対象外とする．修繕・更新

時の交通規制費用は，通常の旅行時間コストとの重複

に留意して扱う必要がある．この重複を解消するため

には交通量配分を通常時と規制時で分けて行う必要が

あり，また，高速道路事業者が直接負担する費用（調

査費，補修費等）と比較しても交通規制費用の推計精

度に課題が残されていると言わざるを得ないため，本

研究の限界維持管理費用には反映しないこととする．

また，交通量に着目すると，交通量が増加するほど

清掃や点検、巡回等の回数が増加し日常的維持管理費

用は増大する傾向にあるが，大型車交通量のみが影響

を与えるのは舗装や橋梁等の土木構造物修繕費用であ

り，車種別の限界維持管理費用を考えるには土木構造

物の修繕に着目することが第一である．

さらに，道路は大きくは土工部，橋梁部，トンネル

部に分かれるが，NEXCOでは土工部が約 7割，都市

高速では橋梁部が約 8割を占めている8)−12)．トンネル

部は NEXCOにおいても都市高速においても約 1割程

度であり，土木構造物修繕に占める割合は小さい．

なお，大型車は舗装だけではなく橋梁部へも大きな

ダメージを与えていると想定されているが，大型車交

通量を考慮して橋梁部の劣化過程を研究した事例とし

て坂井（2009）13)が挙げられる．坂井（2009）は小濱

他（2008）14)の相対評価モデルを参考に大型車交通量

を考慮して橋梁の維持管理のトータルコストを算出し

ているものの，橋梁の劣化予測モデルの研究事例が非

常に少ないことから，橋梁の劣化予測モデルの更なる

精度向上が待たれるところである。

以上の整理を踏まえ，本研究では，劣化予測モデル

の研究事例が豊富な舗装（表層、基層、路盤）を対象

とした限界維持管理費用を試算することとする．なお，

交通量に着目すると，限界維持管理費用は「交通量が 1

台増加した時の道路舗装の維持管理費用の増分」と定

義できる．維持修繕費用としてはオーバーレイおよび

打換え費用を考慮するものとする．

なお，当然のことながら，道路舗装の限界維持管理

費用はサービス水準によって変動する．舗装を良い状

態に保てば限界維持管理費用は増加する．本研究では

LCCを最小化する社会的に最適なサービス水準におけ

る限界維持管理費用を求めることとする．

(3) 既存研究の整理

舗装の維持管理費用および限界維持管理費用の推計

方法には２つのアプローチが存在する．１つ目のアプ

ローチは舗装の維持管理費用と交通量に関するクロス

セクションのデータを用いて，維持管理費用の費用関

数を直接推計する計量経済学的アプローチである．も

う１つのアプローチは舗装の劣化過程を交通量を含む

形式でモデル化し，このモデルの推定結果と舗装の維

持管理戦略を基にして，費用関数を計算する工学的ア

プローチである．

計量経済学的アプローチは，舗装の維持管理費用と

交通量に関するクロスセクションデータさえあれば

推定できる簡便な手法であるが研究事例は多くない．

Link15),16)やHaraldson17)がOLS等を用いて研究して

いる．ただし，計量経済学的アプローチには２つの問

題点がある．１つ目は舗装技術や舗装の維持管理戦略

の変化を考慮した費用関数の推計ができないことであ

る．もう１つはデータの観測期間が短い場合，維持管

理費用が舗装のオーバーレイ等の実施時期により大き

く変動し，維持管理費用を正確に把握できない可能性

があることである．

工学的アプローチは，舗装の劣化過程を表すモデルを

推定する必要があるため，要求されるデータの量は計量

経済学的アプローチよりも多くなるものの，舗装技術や

舗装の維持管理戦略の変化を考慮した費用関数の推計

が可能である．具体的には，交通量を考慮した舗装の劣

化過程のモデル化および推定結果を基に維持管理費用

の費用関数の計算を行う．この推計方法はNewbery18)，

Small and Winston19)，Small et al.20)等が最初に用い

たものであり，その後の多くの研究でも同様の手法が

用いられている21),22),23)．

Small et al.20)等が用いた計算手法は，舗装の劣化過

程が確定的であるものとし，舗装の維持管理費用として

オーバーレイに要する費用のみを考慮するものである．

これに対して，Anani and Madanat22)は，オーバーレ

イの費用の他に，維持工法の実施に要する費用を考慮

した計算手法を提案している．また，Anani23)は，舗装

の劣化過程が確率的であることを考慮した計算手法を

提案している．

また，舗装のライフサイクルコストを考慮した研究

として田村・慈道・小林（2002）24)は，予算制約を考

慮した道路舗装の修繕ルールについて研究を行い，三

重県の対象とした実証分析を行っている．具体的には，

MCI値による劣化推定システムを通じて，利用者費用

と修繕費用で構成される期待ライフサイクル費用を最

小にするような状況依存的修繕ルールおよび修繕順位

を決める費用便益ルール等を提案している．

限界維持管理費用については日本における研究事例は

見あたらないが，米国のCost Allocation Study（1982）
20)によると，米国の地方部の州間高速道路における限界

維持管理費用は 9セント／マイル・ESALであるのに対

して，都市部の幹線道路では 66セント／マイル・ESAL，

都市部の一般道路では 80セント／マイル・ESALとい

う結果が報告されている．高速道路よりも一般道路の
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方が限界維持管理費用が大きく，高速道路よりも一般

道路の方が約 7～9倍の限界維持管理費用を要する．

また，米国州間高速道路の Cost Allocation Study

（1997）25)によると，乗用車 1 台の舗装の限界維持管

理費用は，地方部で 0セント/マイル，都市部で 0.1セ

ント/マイルである．一方，40キロポンドの 4軸トラッ

ク 1台の舗装の限界維持管理費用は，地方部で 1.0セン

ト/マイル，都市部で 3.1セント/マイルである．また，

60キロポンドの 4軸トラックの舗装の限界維持管理費

用は，地方部で 5.6セント/マイル，都市部で 18.1セン

ト/マイルである．乗用車の限界維持管理費用は大型車

と比較してかなり小さく，限界維持管理費用は軸荷重

（ESAL）について非線形に増加することが確認できる．

ただし，欧米諸国を中心として実施されてきた Cost

Allocation Studyと呼ばれる道路費用の負担配分に関

する一連の研究は，受益者負担の原則に立つとともに，

道路利用により発生する費用の負担割合を計算してい

るが，具体的な計算過程は明らかにされていないこと

が多い．

(4) 本研究の位置づけ

本研究では，道路の主たる維持管理である舗装の維

持管理について，道路の劣化要因が自然劣化と車両に

よる劣化に大別されることに着目し，劣化過程を考慮

した道路舗装の限界維持管理費用を試算する．舗装健

全度及び路面耐荷力の影響を考慮した高速道路の劣化

予測モデルに関する既存研究の推定結果を活用し，車

両 1台当たりの限界維持管理費用および自然劣化に起

因する維持管理固定費用を計算する維持管理費用推計

モデルを提案する．さらに，道路舗装のオーバーレイお

よび打換えを対象とした適用事例を通じて，維持管理

費用推計モデルの有効性について考察する．筆者等の

知る限り，日本の道路における車種別限界維持管理費

用を推計した研究事例は他に見あたらない．また，海

外ではオーバーレイを考慮した研究事例は存在するが，

舗装の打換えを考慮し，道路舗装全体の維持管理費用

を計算した研究事例は見あたらない．なお，限界維持

管理費用を求めることにより，社会的に最適な高速道

路料金体系等の研究に活用することが可能であること

も本研究の有用性を意味する．

3. 維持管理費用推計モデルの構築

(1) 舗装の維持修繕費用の計算手法

道路舗装は表層，基層，路盤より構成される．道路

の路面健全度と舗装耐荷力の推移過程は相互に影響を

及ぼし合うため，舗装の維持修繕費用を計算するため

には，オーバーレイだけではなく打換えによる舗装更

新も考える必要がある．オーバーレイだけではなく打

換えも考慮して維持修繕費用を計算した研究は存在し

ない．

本研究では，小林他（2012）26)が提案した路面耐荷

力の低下が舗装健全度に与える影響を考慮した劣化モ

デルを活用し，維持管理費用推計モデルを構築する．な

お，小林他（2012）の研究では，舗装の最適補修更新

モデルを構築しているため，LCCを最小化する最適な

サービス水準における限界維持管理費用を試算するこ

とが可能である．

a) 計算の前提条件

舗装耐荷力を離散的状態変数 s(s = 1, 2, · · · , S) を用
いて表現する．レーティング sは，sの値が大きくなる

ほど舗装耐荷力が低下していることを意味する．道路

施設の建設・更新時点においては，s=1である．s=S

の場合は，舗装耐荷力が使用限界に到達していること

を意味する．

同様に，路面健全度を I 個のレーティング (i =

1, 2, · · · , I) で記述する．道路施設の建設・更新時点お
よび路面の補修時点においては，i=1が成立する．i=I

は路面の使用限界を表す．

舗装耐荷力 s(s = 1, 2, · · · , S − 1)のハザード率 λsを

次のように表す．

λs = exp(xβs) (1)

ここで，xは説明変数ベクトル（大型車交通量を含む），

βs は係数パラメータベクトルである。

次に舗装耐荷力 s を与件としたときの健全度 i(i =

1, 2, · · · , I − 1)のハザード率 µi(s)を次のように表す．

µi(s) = exp(γs
0yγ

i) = exp(γs
0µ

i) (2)

ここで，γs
0 は舗装耐荷力 sに依存する路面劣化速度の

異質性を表すスケールパラメータ，yは説明変数ベクト

ル（大型車交通量を含む），γi は係数パラメータベク

トルである．

b) 維持修繕費用推計モデル

以下の６つの仮定の下に舗装の維持修繕費用推計モデ

ルを定式化し，Dynamic Programming（動的計画法）

の考え方を用いて計算を行う．

(a) 舗装の維持工法・修繕工法としてオーバーレイお

よび打換えを考える

(b) 路面健全度 iが使用限界 I に達するとオーバーレ

イが行われる．オーバーレイが実施されると，路

面健全度が 1に回復する．オーバーレイを実施す

るたびに，事業者には co の費用が生じる．

(c) 舗装耐荷力 sが使用限界 S に達すると打換えが行

われる．打換えが実施されると，路面健全度 iが 1

に，耐荷力 sが 1に回復する．打換えを実施する

たびに，事業者には cr の費用が生じる．

4



(d) 交通量（ESALs等）は通時的に一定の値Qとする

(e) 実質金利は時間を通じて一定であり，年間 ρ％で

ある．

(f) 道路は永久に供用され続ける

ある時刻において，舗装耐荷力と路面健全度の組が

(s, i)であることが観測されたときに，その時刻以降に

発生する修繕・更新費用の割引現在価値の期待値をCs,i

で表す．Cs,iは以下の線形連立方程式 (3)-(6)の解とし

て求められる．

ρCs,i = λs[Cs+1,i − Cs,i]

+µi(s)[Cs,i+1 − Cs,i]

(1 ≤ s ≤ S − 2, 1 ≤ i ≤ I − 2) (3)

ρCs,I−1 = λs[Cs+1,I−1 − Cs,I−1]

+µI−1(s)[co + Cs,1 − Cs,I−1]

(1 ≤ s ≤ S − 2) (4)

ρCS−1,i = λS−1[cr + C1,1 − CS−1,i]

+µi(S − 1)[CS−1,i+1 − CS−1,i]

(1 ≤ i ≤ I − 2) (5)

ρCS−1,I−1 = λS−1[cr + C1,1 − CS−1,I−1]

+µI−1(S − 1)[co + CS−1,1 − CS−1,I−1]

(6)

また，長期定常状態においては，舗装耐荷力と路面健

全度の組が (s, i)である舗装の割合 ps,iは一定の値に収

束するため，ps,iは以下の線形連立方程式 (7)-(10)の解

として求められる．
S−1∑
s=1

I−1∑
i=1

ps,i = 1 (7)

0 = λs−1ps−1,i + µi−1(s)ps,i−1

−[λs + µi(s)]ps,i

(2 ≤ s ≤ S − 1, 2 ≤ i ≤ I − 1) (8)

0 = λs−1ps−1,1 + µI−1(s)ps,I−1

−[λs + µ1(s)]ps,1

(2 ≤ s ≤ S − 1) (9)

0 = µi−1(1)p1,i−1 − [λ1 + µi(1)]p1,i

(2 ≤ i ≤ I − 1) (10)

ps,i と Cs,i の積の和を計算すれば，長期定常状態にお

ける舗装の修繕・更新費用の割引現在価値の平均値 C

を計算できる．

C =

S−1∑
s=1

I−1∑
i=1

ps,iCs,i (11)

この数値に実質金利 ρを掛ければ，修繕・更新費用の

割引現在価値を 1年間当たりの数値に直すことができ

る．以上の計算過程を関数と見なせば，年間の舗装の

修繕・更新費用 ρC と大型車交通量Qの関係を ρC(Q)

という関数形で表現できる．数値微分を用いれば，大

型車交通量に関する道路舗装の限界維持管理費用MC

は以下のように計算可能である．

MC = ρ
C(Q+∆q)− C(Q−∆q)

2∆q
(12)

4. おわりに

本研究では，舗装健全度と路面耐荷力の両方の劣化

を考慮した道路舗装の維持管理費用推計モデルの枠組

みについて定式化した．道路舗装の維持管理費用の試

算結果及び考察等の本研究の結論については講演時に

発表する．
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